
杉並区セーフティネット専用住宅家賃低廉化補助事業 

所得の計算方法 
 
家賃低廉化補助の対象世帯は、以下のいずれかになります。 

 

◎月額所得が 15 万 8 千円以下である世帯 

◎子ども（18 歳に達する日以降の最初の 3 月 31 日までの間にある者）がいる世帯で、 

当該入居者の所得が 15 万 8 千円を超え 21 万円 4 千円を超えない世帯 

 

 
所得の計算の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 世帯の年間所得金額の計算 … ２ページ 

 

（１）申込者及び同居する世帯員ひとりずつ、年間所得を計算してください。 

（２）個々の所得を計算したら、全員分の所得を合算し、世帯の年間所得金額を算出し

てください。 

 

申込者本人の年間所得金額 + 同居する世帯員の年間所得金額 ＝ 世帯の年間所得金額 

２． 特別控除金額の計算 … ７ページ 

 

（１）申込者及び同居する世帯員の年間所得金額合計から差し引くもの 

  …老人扶養・特定扶養・障害者・特別障害者控除 

（２）特別控除を受けられる方に所得があるとき、その方の所得から差し引くもの 

  …寡婦・ひとり親控除 

 

 （１）の合計 + （２）の合計 ＝ 特別控除金額の合計 

３． 同一生計配偶者・扶養親族に係る控除の計算 … ８ページ 

 

（ 同一生計配偶者 + 扶養親族数 ）×３８万円 ＝ 配偶者・扶養親族控除の合計 

４． 月額所得の計算 … ８ページ 

 

（ １．世帯の年間所得金額 – ２．特別控除金額の合計 ）÷１２ ＝ 月額所得 
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１． 世帯の年間所得金額の計算 

 

（１）申込者及び同居する世帯員ひとりずつ、年間所得を計算します。 

  

 原則として入居者資格の確認は、申込み時の「前年の所得」により判断します。 

 ・しかし、前年から現在までの間に退職・廃業した仕事があり、現在の所得が減少して 

いる方については「現在の所得」によることができます。 

 ・ただし、現在得ている収入の中に、前年１月１日以前から継続しているものがある場 

合は、その収入に限り「前年の所得」を計算してください。 

 ・ひとりで２種類以上の収入を得ているとき（給与と年金、給与と事業所得など）は、そ

れぞれの所得金額を計算してから合計します。 

 

 

★所得の種類 

 

 

 

 

★所得としないもの 

① 次の収入は０円とし、所得となりません。 

 仕送り、増加恩給（これに併給される普通恩給を含む）、遺族年金、障害年金、失業給付  

 金、労災保険の各種給付金、生活扶助料等の非課税所得、退職金等の一時的な所得 

② 過去に収入があっても、申込日現在失業中の方は０円とします。 

③ 現在は収入があっても、次のアまたはイの理由により、退職することが申込み時に確定し

ており、かつ、退職後無職・無収入となる方は、所得を０円とすることができます。 

 

 ※②③において、退職・失業の事実等を証明できる方に限ります。

３ページへ ５ページへ ６ページへ 
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【給与所得の方（会社員・店員・日雇い・アルバイト等）】 

 

①前年の所得を計算する場合 

 

≪源泉徴収票がでる方≫ 

 

 

 

 

 

≪源泉徴収票がでない方≫ 

 

前年の 1 月から 12 月までの税込支給額及び賞与を合計した金額が年収額になります。 

４ページの「（表１）年収額計算表」で年収額を計算し、「（表２）年収額を所得金額に換算する

計算式表」にあてはめて、家賃低廉化補助制度の所得金額を計算してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●勤務先が１か所の方 

この金額が税法上の所得金額です。 

この金額から 100,000 円差し引いた額が

家賃低廉化補助制度の所得金額です。 

 

●勤務先が２か所以上の方 

それぞれの勤務先の源泉徴収票の支払金額

を合算したのち、次ページの「（表２）年収

額を所得金額に換算する計算式表」にあて

はめて所得金額に換算してください。 
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②現在の収入を計算する場合 

 

○（表１）年収額計算表 

 
 
 
 
 
 
 ○（表２）年収額を所得金額に換算する計算式表 

   
※端数処理後の額 

推定年収額÷4,000 円の小数点以下切捨てし、その数値に 4,000 円を乗じた額です。 

 

推定年収額を以下の表に当てはめ、所得金額に換算します。 

入居者資格の確認を受ける月の前月からさかのぼって１２ヶ月分の収

入額を左の「（表１）年収額計算表」で計算してから、下の「（表２）年

収額を所得金額に換算する計算式表」にあてはめて、所得金額に換算し

てください。 

ただし、前年から現在までの間に退職した仕事については、所得金額を

０円とします。 

 

          

働いた月数が１２カ月ない場合は、平均月額を１２倍して推定年収額 

を計算します。 

 

 

※税込支給額には諸手当（家族手当・住宅手当等）を含みますが、課税

対象外の交通費等は除いてください。 

 

収入計 賞与計 推定年収

+ =

円 円 円

収入計 働いた月数 賞与計 推定年収
÷ × 12　+ =

円 ヶ月 円 円
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【事業所得の方（自営業・外交官等）】 

 

①前年の所得を計算する場合 

 

≪確定申告をしている方≫ 

 

 

 

 

 

≪確定申告をしていない方≫ 

 

前年の１月から１２月までの所得金額を、以下の「（表３）事業収入所得換算表」にあてはめ

て、計算してください。 

 

②現在の収入を計算する場合 

 

○（表３）事業収入所得換算表 

 

 
⑫から⑪を差し引いた額が所得金額と

なります。 

 

同居の配偶者や子どもを事業専従者として

いる場合、この事業専従者の所得は給与所得

となります。 

源泉徴収票を作成している場合は３ページ

の≪源泉徴収票がでる方≫を、作成していな

い場合は≪源泉徴収票がでない方≫を参考

に、所得の計算をしてください。 

月別に、収入（税込金額）から必要経費を差し引いて所得

金額を計算してください。 

 

事業収入が１２ヶ月分ないときは、所得金額の平均月額を

１２倍して、１２ヶ月分の見込みの所得金額を計算してく

ださい。 

 

 

※現在の所得を計算する場合、入居者資格の確認を受ける

月の前月からさかのぼって１２ヶ月分の所得金額を計算し

てください。 

※１ヶ月以上収入のない月がある場合、その月を除いて計

算をしてください。 

所得金額合計 働いた月数 １２ヶ月分の所得金額
÷ × 12　=

円 ヶ月 円
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【年金を受けている方】 

 

①前年から年金を受けている方 

 

②今年から年金を受け始めた方 

 

入居者所得審査を受ける月の前月からさかのぼって１２ヶ月分の年金額を、「年金決定通知書・

変更通知書」などで確認し、以下の「（表４）年金収入を所得金額に換算する計算式」にあては

めて所得金額に換算してください。 

例えば、前年から現在までの間に退職・廃業した仕事があり、前年の所得と現在の年金所得を

比較し、現在の年金所得のほうが低い方等が、この②の方法で現在の年金所得を計算します。 

 

（例）前年：自営業→廃業→現在：年金受給開始 ⇒ 事業所得と年金所得を比較する 

 

○（表４）年金収入を所得金額に換算する計算式 

 
※年齢の適用については、前年の１２月３１日の現況によります。ただし、月額所得を計算する上で、所得
が１５万８千円以下になる場合、申請日の現況によります。 

 

 

（２）個々の所得を計算したら、全員分の所得を合算し、世帯の年間所得を算出してくださ

い。 

 申請者本人 世帯員① 世帯員② 世帯員③ 合計 

⇒★８ページの

世帯の年間所得

金額欄へ 

給与所得 円 円 円 円 

事業所得 円 円 円 円 

年金所得 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 円 

 

４６９，４６０ 
 

この金額を「（表４）年金収入を所

得金額に換算する計算式」にあて

はめて所得金額に換算してくだ

さい。 

 

※複数種類の年金を受給している

場合は、それぞれの源泉徴収票の

支払金額を合算後、所得金額に換

算してください。 
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２． 特別控除金額の計算 

 

申込者及び同居する世帯員に所得がある場合で、次の「特別控除を受けられる方」にあてはま

る方がいるときは、所得金額から特別控除金額を差し引くことができます。 

 

（１）申込者及び同居する世帯員の年間所得金額合計から差し引くもの 

 

 

（２）特別控除を受けられる方に所得があるとき、その方の所得から差し引くもの 

 

※㋕ひとり親控除に該当する方は、㋔寡婦控除の適用はありません。 
※年齢や控除の適用については、前年の１２月３１日の現況によります。ただし、月額所得を計算する上
で、所得が１５万８千円以下になる場合、申請日の現況によります。 
※各種控除について、会社や税務署に申告をしており、入居者資格の確認のときに課税証明書等で確認でき
ることが必要です。 
 

（１）・（２）の特別控除金額の合計        ⇒★８ページの特別控除金額の合計欄へ 

 

 

控除の
種　類

特別控除
金　額

特別控除を受けられる方 備　考

㋐老人扶養
　控  除  等

１人につき
10万円

　所得税法上の扶養対象親族で70歳以上の方

㋑特定扶養
　控　　除

１人につき
25万円

　所得税法上の扶養対象親族で（配偶者を除く）16歳以上23歳未満の方

㋒障 害 者
　控　  除

１人につき
27万円

１　愛の手帳等の交付を受けている方で３度・４度の方
２　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で２級・３級の方
　 （障害年金等の受給に際し、障害の程度が同程度と判定された方を
      含む）
３　身体障害者手帳の交付を受けている方で３級～６級の方
４　戦傷病者手帳の交付を受けている方で第４項症～第２目症の方
５　65歳以上の方で、１・３と同じ程度であるものとして区長の認定を
　　受けている方

㋓特　別
　障害者
　控　除

１人につき
40万円

１　愛の手帳等の交付を受けている方で１度・２度の方
２　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で１級の方
　 （障害年金等の受給に際し、障害の程度が同程度と判定された方を
      含む）
３　身体障害者手帳の交付を受けている方で１級・２級の方
４　戦傷病者手帳の交付を受けている方で特別項症～第３項症の方
５　精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く方
６　原子爆弾被爆者の方で、厚生労働大臣の認定書の交付を受けている方
７　常に就床を要し、複雑な介護を要する方
８　65歳以上の方で、１・３と同じ程度であるものとして区長の認定を
　　受けている方

㋓の特別障害者
控除を受ける方
は、㋒の障害者
控除を合わせて
受けることはで
きません。

控除の
種　類

特別控除
金　額

特別控除を受けられる方 備　考

　夫と離婚した後婚姻をしていない方で次の１及び２の両方に当てはまる方
１　年間所得金額が500万円以下の方
２　扶養親族を有する方

　夫と死別した後婚姻をしていない方、または夫の生死が明らかでない方
で、年間所得金額が500万円以下の方（「扶養親族または生計を一にする
子」のいない方もあてはまります）

㋕ひとり親
　控　　除

35万円

　現に婚姻をしていない方または配偶者の生死の明らかでない方で、次の
１及び２の両方に当てはまる方
１　年間所得金額が500万円以下の方
２　生計を一にする子を有する方

㋔寡婦控除 27万円

特別控除を受け
られる方の所得
が特別控除金額
よりも少ないと
きは、その所得
金額と同額のみ
差し引きます。
（例）所得金額
が１０万円の方
の控除額＝１０
万円

     円  

円円 

7



 

３． 同一生計配偶者・扶養親族に係る控除の計算 

 

同一生計配偶者及び扶養親族がいる場合は、１人に付き３８万円を差し引くことができます。 

 

 

 

 

 

 
※会社や税務署に申告をしており、入居者資格の確認のときに課税証明書等で確認できることができるなら

ば、家賃低廉化補助の対象住宅に入居しない、別居の扶養親族も人数に入れることができます。 
 （例）離れて住んでいる親を税法上、扶養している場合 

 

 

 

４． 月額所得の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一生計配偶者 扶養親族数

+ × 38万円＝

人 人 円

★６ページで ★７ページで ★８ページで 月額所得
求めた世帯の 求めた特別控除 求めた配偶者・

年間所得金額 金額の合計 扶養親族控除の合計
ー ー ÷１２

円 円 円 円

＝

 

この月額所得が、15 万 8 千円以下であることを確認してください。 

 

※子ども（18 歳に達する日以降の最初の 3 月 31 日までの間にある

者）がいる世帯は、21 万円 4 千円以下であることを確認してくださ

い。 

⇩ 

４．月額所得の計算の配偶者・ 

扶養親族控除の合計欄へ 

≪問合せ先≫ 

杉並区役所 都市整備部住宅課管理係 

〒166-8570 杉並区阿佐谷南 1-15-1 

電話 03-3312-2111（代表） 
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